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２０２１年度 第１回企業倫理委員会 議事概要 

 

 １．日 時  ２０２１年６月４日（金） １０：００～１２：００ 

 ２．場 所  中国電力株式会社 本社１号館１２階特別会議室 

 ３．出席者 

  （委員長）     苅田 知英  代表取締役会長 

  （副委員長）    馬場 則行  弁護士 

  （副委員長・幹事） 岡田 誠之  常務執行役員 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進部門長 

  （委 員）     磯村 定夫  中国地域ニュービジネス協議会 参与 

            松浦 秀子  日新運輸工業㈱ 代表取締役社長（ＴＶ会議で出席） 

            清水 希茂  代表取締役社長執行役員 

  （オブザーバー）  田村 典正  取締役監査等委員 

  （説明者）     石井 浩一  執行役員 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進部門部長（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ） 

                   兼．原子力強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部長 

 

４．議事概要 

【委員長あいさつ】 

委員会の開催にあたり，あいさつを申しあげる。 

まず，２０２０年度決算については，経営全般にわたる効率化の取組みに努めたものの，競

争進展に加え，新型コロナウイルスに伴う生産活動の停滞による小売販売電力量の大幅な減少

や，電力の需給逼迫の影響などにより「減収・減益」となった。今後も厳しい競争環境にはあ

るが，利益確保と安定供給の両立に努める。 

新型コロナウイルスについては，岡山県と広島県への緊急事態宣言発出を受け，５月１７日

に特別非常体制を発令し，在宅勤務の推進や出張の原則見合わせなど，感染予防対策の更なる

徹底を図っている。繰り返される感染拡大による社会・経済への影響が懸念されるが，引き続

き，電力の安定供給維持に万全を期す。 

島根２号機については，原子力規制委員会からこれまでいただいたコメントの回答をすべて

完了し，５月１０日に原子炉設置許可申請に係る補正書を提出した。当社としては，新規制基

準の適合性審査における一つの節目と受け止めているが，地域・社会からの信頼あってこその

原子力発電所という基本的な考え方のもと，更なる原子力安全文化の醸成に努め，地元の理解

を得ていきたい。 

また，４月１３日，当社は事業者向けの電力販売を巡って独占禁止法違反の疑いがあるとし

て，公正取引委員会の立入検査を受けた。その後速やかに対応本部を設置し，特に社内調査に

ついては，第三者である弁護士を責任者とする体制を敷いている。公正取引委員会の調査に適

切に対応することはもちろんであるが，社内調査を適切に進め，当社としても事実確認を行っ

ていく。 
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１．コンプライアンス推進の取組み状況について 

島根原子力発電所における点検不備およびサイトバンカ建物の巡視業務の未実施に対する取

組み状況，点検不備問題に対するこれまでの取組みを踏まえた今後の対応，コンプライアンス

推進施策の主な実施内容について説明した後，議論を行った。 

〔主な意見〕 

（１）島根原子力発電所点検不備に対する取組み状況 

・点検不備に関わる再発防止の取組みは着実に実施されているものと受け止める。引き続き，

安全文化に対する意識の維持・向上を図るとともに，再発防止策が効果的に機能している

かなど，取組みの評価・改善が継続的に繰り返されるよう活動してほしい。 

（２）島根原子力発電所サイトバンカ建物の巡視業務の未実施に対する取組み状況 

・改善提案対応の迅速化では「懸案・改善シート」による見える化を図っており，大変良い

取組みと期待する。 

・「常に問いかける姿勢」を意識付けるための日常業務における問題点や気付き事項を抽出

する活動については，多くの懸案件数が抽出されている。今後，整理のうえ，対応の要否

について最終的な判断を行うとしているが，対応を要しないと判断した事項についても，

その理由や考え方等をフィードバックすることで，本活動に対する意識を高め継続させる

ことにつながるものと考える。 

（３）点検不備問題に対するこれまでの取組みを踏まえた今後の対応 

・多くの再発防止策を実施してきた中で何か不足していたものがあったのか，また，この 

１０年間で社員の意識変化や環境変化が起こっていなかったか，などの面でも見ていく必

要があると思う。 

（４）コンプライアンス推進施策の主な実施内容 

○階層別コンプライアンス研修（新任ライン管理職向け） 

・オンライン研修では質問・意見が出やすかったと聞いている。多様な研修方法による研修

効果が確認できた良い事例と思う。 

○課題のあるグループ会社に対する親会社としての対応 

・グループ会社の不祥事事案も絶えないため，内部通報の安全性と信頼性を確保することも

含めて，引き続き管理・指導をお願いする。問題が上がってこないグループ会社について

は，本当に問題がないのか，問題はあるが報告がないのか分からない。そのため，このよ

うなグループ会社に対しても十分支援を行ってほしい。 
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２．内部通報制度の運用状況について 

２０２１年２月～４月における内部通報制度の運用状況（通報件数：１３件）について説明

した後，議論を行った。 

〔主な意見〕 

○所感 

・通報事案の対応については，概ね問題ない。 

 

①請負先の労働安全衛生規則違反の事案について 

 充足していて当たり前という暗黙の感覚があり盲点になりがちな事象と感じる。今回の対

応を水平展開し再発防止を図ってほしい。 

 

②労働時間管理等の事案について 

 私用外出や喫煙による離席はよくある問題であるため，問題点と対応を水平展開してほし

い。 

 

③個人情報の取扱い事案について 

 家族からの問い合わせへの対応について再検討が必要と考える。 

 不必要な個人情報の開示が，場合によっては人の身体・財産に関わる大きな事件になる危

険があることなどを注意喚起すべきである。 

 

 

以 上 

（添付資料） 

  資 料 「コンプライアンス推進の取組み状況について」 

 

 

 


